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技術✖社会
eラーニング 
ロボティクス社会インフラ維持管理
デジタル公共財

ビジネス ✖
 イノベーション
ベンチャー、NGO
M&A アライアンス
アジャイル組織

グローバル✖ 
文理融合

中国・イタリア・米国
倫理哲学

北野菜穂 「技術・社会・ヒト・ラボ」
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eID  ✖  電子政府ポータル  ✖  民間サービス
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データ連携基盤 ✖ ワンスオンリー ✖ 透明性 
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タリン市の 子育て・教育サービス
「2013年タリン市人口構成で

は、０−４歳及び２０−３４歳

の年代層が大きく１０−１９歳

の年代層が非常に少ない。市

民のニーズとして、保育所増

設のみならず、教育機関の増

設と効率化整備が急務である

。具体的には、３−６歳の幼児数が急激に増加して

おり、今後５カ年においては、７−１４歳の子ど

もの教育および育成に関わるニーズが高まること

が予測される。」（北野訳）



保護者が名前登録

「住民登録」

病院がID登録

出生して即、
国民番号

入園
1.5才ごろから
いつでも。

保護者が
オンライン申請

出
産

住民
登録

申
請

入
園

ほぼ出産日同日

タリン市保育園入園プロセス





タリン市立マニク保育園

タリン市街から
バスで約30分

児童数 ２４１

児童受入時間
７：００〜１９：００

保育園児の歳
1.5歳〜７.0歳



エストニア教育機関多数利用 eSchool

本人同意、データ保存ルール、責任分解

保 護 者 保 育 士 ・ 教 師 市 政 府 公 務 員

子どものモニタリング

園からの通知閲覧

園へのメッセージ送付

１週間のカリキュラム確認

保育風景ギャラリー

デジタル・ダイアリー

親へのアンケート作成

カリキュラム設計（週次・月次）

児童の小学校入学に向けた
習熟度マップ

保護者へのメッセージ

ドキュメント管理

報告・分析

入園児空き状況

就労管理等組織マネジメント

ドキュメント管理

関係者リスト管理

園 長・役 所 職 員



【データ管理ルール】

・園児保育データはXRoad連携

しているか？

・eSchool サービス業者のセキ

ュリティは確かか？

→ 知らない。

これらは市政府の業者選定責任

本人同意、データ管理ルール、責任分解

園長は、園児の保育情報を第三者機関に共有しないする必要がない

【園長の職務権限】
・保育園運営年間計画作成

・園児入園決定

・調達など、年間予算執行

・保育士の雇用・業務管理

・保護者の保育費支払確認



エヴリン・パイヨ園長
マニク保育園フェイスブックページ



マイデータ
自己情報の開示権限

・国民IDと名前は公共情報 
・保育園が提供する eサービスに
連携する（開示する）か否かは
自分で決める。
・誰が自己情報を閲覧したかわかる

タリン市 eSchool

・便利でセキュアなeSchool      
  ソリューションをタリン市が選定
・保育園が調達
・しかし、ソリューション利用は、

市民が決める。
・eSchool には園長も保育士も

自分の eID でログイン
↓

市民の安心

国のデジタル政府基盤

１）国民ID
２）データ連携基盤

（セキュリティ）
３）公共サービスカタログ

市民個々のニーズ ✖    保育モジュール

市場原理 ✖    自助基盤



妊娠出産
出生届
家庭環境
出産状況

子育て
家庭環境
保育状況
経済状況

学校教育
親・学校・
子ども自身
友人関係

結婚
婚姻関係
法的紐付け

 ✖ ライフイベント ＝ QoL

退職
年金
医療保険
生活環境

高齢介護
医療情報
生活環境

ご不幸
死亡届
相続

自己情報

引越し
転出転入
住所変更



市民 自己情報

オンラインサービス
銀行・行政・e選挙

国のデジタル政府基盤

市場原理 ✖    共助基盤 ✖    環境予測 ＝ QOL

環境データ
遺伝、空間、

ライフイベント

eヘルス・eスクール

デジタル・コミュニティ



出典：https://cio.go.jp/council



出典：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunka/dejigaba/dai7/siryou3.pdf



1990-
1980年代 大阪の経済力低下
自治体の経営自律性喪失
都市の自力再生力喪失

2008-
・役所スリム化
・全領域抜本改革
・外部のプロ人材活用
・地域政党「大阪維新の会」
・政令指定都市制度法改正

2020-
都構想 ✖  DX

大阪 ✖  “What’s Next” = eOSAKA

実行力 共感力

合理性 異能性

市民のコエ・切実なニーズ

民間・国のデジタル基盤を活用

OSAKA「らしさ」
2015-
・G20開催
・万博2025誘致
・なにわ筋線具体化
・次世代投資



出典:寝屋川市「携帯用端末用アプリケーションの構築・運用に向けた市民ニーズ調査」 

実行力 共感力

合理性 異能性

市民のコエ 切実なニーズ



大阪市のWebサイト

ユーザーの「立場」
を分類

「知る→使う」導線
を配慮した機能

市民目線で、行政サ
ービスを分類。
ライフイベント

言語・年齢等の違い、
身体的能力差等に配慮
したデザイン

市民のコエ 切実なニーズ



実行力 共感力

合理性 異能性

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト



     I must…  

     I want…  

                                  Push/Nudge

    Personalize  

テクノロジー

ID連携

行政サービス

民間サービス

[一編に]と[自前]は回避
民間・国基盤をフル活用

「e-OSAKA」 ブランド
多種なサービス、入口は１つ

ライフイベント視点
「私」の意味づけの変化

集まる場、仕組み、指標

大阪住民の声 いつでも、どこでも、すぐに



内閣府SIP スマートシティ実証事業





MY
BAMPAKU

異能と
Inclusion

eOSAKA

情報と

「私」をつなげる、「私」を創る 

未来の
私と



北野菜穂
naho.kitano@gmail.com

kitano@asukoe.org

FaceBook:
https://www.facebook.com/nao.kitano.14

ご静聴ありがとうございました



Appendix



エストニア共和国 基礎データ

Source: CIA World Factbook
January 20, 2018

総人口 1,251,581 (2017年7月)

年齢構成
(2017 est.)

0-14歳: 16.23% (男性 104,130/女性 98,941)
15-24 歳: 8.99% (男性 58,432/女性 54,122)
25-54 歳: 41.37% (男性 261,366/女性 256,383)
55-64 歳: 13.57% (男性 76,591/女性 93,194)
65 歳以上: 19.85% (男性 84,466/女性 163,956)

人口増減率 -0.57% (2017 est.)

中央年齢 40.9歳 （WHO 2013）

都市在住率

都市部在住率: 67.4% （対総人口） (2017)
都市（タリン、タルトゥ）
流入状況: -0.37% （2015~年間比率変化）

タリン市
人口

(首都) 約391,000人 (2015)

Source: CIA World Factbook
January 20, 2018

民族
エストニア人 68.7%, ロシア人 24.8%, 
その他 6.5% (ウクライナ人等) (2011 est.)

宗教
プロテスタント（ルター派）教 9.9%, ギリシャ正教 16.2%, 
その他 3.1%, 
無宗教 54.1%,回答無し 16.7% (2011 est.)

言語
エストニア語 (公用語) 68.5%, ロシア語 29.6%,
ウクライナ語 0.6%, その他 1.3%, (2011 est.)

識字率
定義: 読み書きができる１５歳以上のエストニア在住人口
99.8%

出生率 1.6 人/エストニア在住女性総数当たり (2017 est.)

教育
関係支出

4.8% / GDP (2013)

出典：https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/estonia/data.html





出典：https://www.slideshare.net/ManabuMuta/e-87247643










